
沖縄パナソニック特機株式会社 

 

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に基づく 

沖縄パナソニック特機行動計画 

社員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境整備を行うため、

次のように行動計画を策定する。 

 

【次世代育成支援対策推進法】 

１．計画期間    2026 年 10 月 1 日～  2029 年 9 月 30 日までの 3 年間 

２．内容 

 

＜対策＞ 

・パートナー妊娠発覚時に人事に送付する身上申請システムの利用を開始。育児休業時の

給与規程や、育児休業給付金、予定日で育休期間を計算できるツール等も同ページに集

約し、社員へ周知する。 

・2026 年 11 月～ 育児休業取得促進のポスター提示 

 

 

 

＜対策＞ 

・出産予定日申請のあった社員に対し、「育休復帰支援プラン」や支援制度、育児休業給付、休

業中の社会保険料免除などについて周知する 

・育休対象者の育休取得前と復職前に面談を実施し、「育休復帰支援プラン」を策定する 

・2026 年 11 月～ 育休取得予定者に「育休復帰支援プラン」策定開始 

 

【女性活躍推進法】 

１．計画期間    2026 年 10 月 1 日～  2029 年 9 月 30 日までの 3 年間 

２．内容 

 

 

 

＜対策＞ 

・2025 年度までは月 1 回だったノー残業デーを月 2 回に設定 

・2026 年 12 月～ 残業の多い３部署へＤＸ化による事務効率化などの取組実施 

・2028 年 4 月～ 全社において DX 化による事務効率化、業務プロセスの見直し及び

時間外労働時間の適正化等に取り組む 

 

   

＜対策＞ 

・毎月勤怠締め後、各上長へ有給取得状況を人事より報告 

・２０２７年４月～ 親会社休暇期間にあわせ有給休暇取得を社内イントラにて促す 

目標２  育休取得予定者に「育休復帰支援プラン」を策定し、円滑な育休取得・職場復

帰をサポートする。  

目標 1  計画期間における男性の育児休業取得率を 50％以上とする 

目標４ 年次有給休暇の取得日数を平均７0％以上とする。 

目標３  子育て世代の 25 歳～39 歳の社員における時間外・休日労働時間につい

て、計画期間中の平均を計画開始前と比較して 10％以上削減する。 


